
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４４１６

若手研究(B)

2015～2012

「防災共育」実現のための理論構築と地域社会での実践

Developing the Rationale for 'Disaster Co-learning' and its Educational 
Implementation in Japan

１０５８１１６８研究者番号：

城下　英行（SHIROSHITA, Hideyuki）

関西大学・社会安全学部・准教授

研究期間：

２４７１０１９１

平成 年 月 日現在２８   ６ ２０

円     2,100,000

研究成果の概要（和文）：東日本大震災で明らかとなった防災上の課題の一つは、「想定外」の存在であった。知識・
技術を伝達することのみが防災教育であるという矮小化された理解がなされているならば、防災教育を通じて想定外の
問題を解決するのは困難である。想定外は、専門家が依拠する科学の不確実性に起因するものがほとんであるためであ
る。そこで本研究では、専門家も非専門家がともに学びあう「防災共育」の実現を目指し、理論的検討と教育実践を行
った。専門家が非専門家の活動を理解しようとすることが、防災共育の実現の条件であることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：Discovery of the presence of unexpected events or black swans is one the main 
lessons learnt from Tohoku earthquake in 2011. If disaster education is understood as just knowledge and 
skill transmission from the experts on disaster risk reduction to non-experts, the disaster education 
would not be able to solve the issues related to the unexpected events or black swans. This is because 
the unexpected is mainly generated by science on which the experts rely.
In this research, based on the background mentioned, both theoretical research and educational 
implementation have been implemented to realise the co-learning between the experts on disaster risk 
reduction and non-experts. As one of the main results, it can be said that the experts' appreciation for 
the commitment of non-experts is essential to realise the co-learning.

研究分野：防災教育学、自然災害科学
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１．研究開始当初の背景 
2011 年の東日本大震災で明らかとなった
防災上の課題の一つは、「想定外」の存在で
あった。換言すれば科学が持つ不確実性が問
題となったといえる。防災教育について、仮
に一般的、普遍的な知識・技術を伝達するこ
とのみであるという矮小化された理解がな
されているならば、防災教育を通じてこうし
た想定外の問題を解決するのは困難であろ
う。それにも関わらず現実には、防災教育は
専門家の持つ知識・技術の一方的な伝達のみ
と捉えられることが多い。東日本大震災の教
訓を生かすためにも、今一度立ち止まって、
防災教育のあり方に関する理論的な検討と
その実践が必要である。 
 上述の想定外の問題が、真に誰にとっても
想定外であったのかということを考慮すれ
ば、日本の防災対策をめぐる問題は、専門家
と非専門家の関係性にあるといえる。素朴に
あのような巨大な津波が発生する可能性を
考えていた一般市民も多数いたであろう。専
門家にとっては想定外であっても、非専門家
にとってはそうでないのであるならば、非専
門家が防災対策の充実のために貢献できる
領域は大きい。 
しかし、知識・技術を伝えることを目標と
する防災教育は、その性質上、教える側から
教えられる側、すなわち「専門家から非専門
家」という構図に陥りやすいという問題があ
る。したがって、防災教育を真に防災対策に
資する、想定外の領域を縮小するような教育
とするためには、一方的に知識・技術を教え
るだけの防災教育ではなく、専門家も非専門
家もともに学びあう「防災共育」が目指され
なくてはならない。そして、その防災共育を
実現するためには、専門家が行なっている防
災の実践へ非専門家が参加し、専門家と協働
する機会が提供されなければならない。 
 非専門家に本物の防災実践に関与する機
会を提供することで、「専門家から非専門家」
という一方向の防災教育から脱却し、専門家
もまた、非専門家との協働により学習が可能
となる。防災に関する専門家と非専門家の学
び合い（防災共育）を実現することが、防災
対策のように狭義の科学だけで正解を求め
られない活動には不可欠であり、科学が生み
出す想定外の領域を縮小することにつなが
ると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、防災共育に関する理論構
築と大阪府の防災学習センターをフィール
ドとした防災共育実践の実施である。 
 理論研究では、レイヴ・ウェンガーによる
「正統的周辺参加論」を発展させるかたちで
の防災共育理論の構築を目指す。これまでの
研究では、とりわけ専門家の実践に非専門家
が関与することの意義を強調してきたが、本
研究では、名実ともに「防災共育」を実現す
るために、専門家が非専門家と交わることで、

専門家がどのように変容するのかという側
面を中心に理論的検討を行う。 
 防災共育実践では、大阪府内の防災学習セ
ンターである津波・高潮ステーションをフィ
ールドに、理論に基づいた防災共育の実践を
行う。本研究では、防災学習センターのあり
方について、専門家と非専門家が協働で検討
する。すなわち地域の防災資源の一つである
防災学習センターの展示内容の協働構築を
通じた防災共育の場の創出を目指す。 
 
３．研究の方法 
まず、実践の基盤となる理論研究を実施す
る。これまでは非専門家をいかに専門家の実
践に参加させるかという点に注目した研究
を実施してきたので、本研究では特に、専門
家が非専門家との協働実践の中でいかに学
ぶことが可能なのかという点についての理
論的検討を行う。別言すれば、専門家と非専
門家がいかに「学び合う」可能性があるのか
を理論的に明らかにする。 
 また、防災学習センターにおける展示内容
の検討のため、英国の防災学習センターの現
地調査を行う。英国の防災学習センターは、
正解が想定されているとはいえ、シナリオベ
ースの学習によって、単に正解を一方向に提
示するような方式をとっていない。本研究で
は、この英国型のセンターをさらに発展させ、
展示内容そのものを改訂し続ける学習セン
ターの構築の可能性についても検討する。  
 その後、理論研究及び英国の現地調査結果
を基にして、大阪府の津波・高潮ステーショ
ンの展示内容について、公募した府民と職員
らが協働で検討する場の提供を行う。こうし
た非専門家との協働によって専門家である
職員の考えに、どのように変化が生じるのか
を明らかにすることで、専門家の学びについ
ても検討する。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、理論研究、現地調査、教
育実践の 3つに大別される。 
 
（１）理論研究 
理論研究では、正統的周辺参加理論の再検
討を行い、新参者の実践共同体への参加とい
う観点に加え、新参者の参加によって実践共
同体が変容し、その実践共同体の変容によっ
て、古参者もまた学習するという双方向の学
び合いについて理論的に検討した。また、京
都大学防災研究所阿武山地震観測所におけ
る防災学習の観察によって、古参者の側であ
る専門家が新参者である非専門家が関与す
ることの意義を認めていることが、新参者の
学習の機会を生み出していることを確認し
た。さらなる理論的検討の結果、専門家と市
民の学び合いを実現するためには、とりわけ
市民の活動を専門家が分かろうとすること
が重要であるとの結論に至った。防災共育の
実現には、専門家の持つ防災教育のイメージ



を変革することが重要である。 
また、学び合いの実現の方法は多様に存在
しうることも確認された。防災学習施設を例
に取れば、ガイドボランティアのような直接
的な学び合いもあれば、来館者アンケートへ
の協力のような間接的な学び合いもある。こ
うした多様な学び合いの機会に非専門家が
参加できるための方法を専門家が積極的に
提供、確保することが防災共育にとって重要
であると指摘できる。 
 
（２）現地調査 
 現地調査は、英国の防災学習センターの調
査に加え、国内の防災学習センターである雲
仙岳災害記念館の調査も行った。 
英国の防災学習センターの現地調査は、
2012 年 9月に行った。当初の計画では、エジ
ンバラ市の Risk Factory 及びニューカッス
ル市の Safety Works を訪問する予定であっ
たが、防災学習センターの全国協議会の情報
交換会がレスター市の Warning Zone で開催
されることが判明したため、情報交換会の傍
聴と Warning Zone 職員へのインタビューを
行った。 
 情報交換会は、年に 2回の頻度で開催され
ており、防災学習センターの運営に関する実
務的な情報交換の場となっている。情報交換
会の傍聴を通じて、英国の防災学習センター
は、その規模や設置・運営主体の違いがある
が、何れのセンターも提供する学習内容につ
いては大きく異なってはいないということ
が判明した。すなわち、1)シナリオベースの
学習環境の提供、2)ボランティアガイド中心
による運営、の 2点が英国の防災学習センタ
ーの共通点である。 
 Warning Zone では、設立時からセンターに
関わっている職員に、運営上の工夫や問題点
に関するインタビュー調査を行った。その結
果、防災や安全に関して専門知識を持たない
ボランティアが専門的にガイドを行うこと
ができるようになるための体系だった研修
や教材を準備していることが明らかとなっ
た。 
 他方、国内においても比較的長い歴史のあ
る防災学習施設である雲仙岳災害記念館に
おいて、施設の運営方法や市民参加の方法等
に関するインタビュー調査を 2016 年 3 月に
行った。本研究遂行の過程で、専門家と非専
門家の学び合いの結果は、防災学習施設のあ
り方にも反映されているとの考えに至った
ことから、比較的歴史の長い当該施設を調査
対象施設として選択した。専従の学芸員に対
するインタビュー調査を行い、島原地域にお
いてどのような学び合いが行われているの
かという点、そして、それがどの程度記念館
の展示などに反映されているのかという点
を検討した。その結果、ボランティアスタッ
フ制度の導入や来館者アンケート調査によ
って、専門家と非専門家の学び合いを実現し
ようとしているということが明らかとなっ

た。 
 
（３）教育実践 
理論研究ならびに現地調査の結果を踏ま
えつつ、大阪府津波・高潮ステーションにお
いて、防災共育を実現するための教育実践を
継続的に実施した。津波・高潮ステーション
は、大阪府西大阪治水事務所に併設された防
災学習施設である。2009 年に開館し、過去に
大阪を襲った津波・高潮の歴史やそれらの経
験を踏まえた現在の大阪府の防災対策、市民
として必要な防災の備え等について学習す
ることができる。2011 年の東日本大震災を受
けて展示の一部はリニューアルされた。 
本研究においては、まず、津波・高潮ステ
ーションを運営する西大阪治水事務所職員
という治水の専門家とともに活動を行う大
学生のボランティア団体を 2013 年度に組織
した。このボランティア団体の主な役割は、
施設訪問者への案内活動ならびに定期的な
防災関連イベントの実施である。2013 年度は、
西大阪治水事務所職員とともに、市民向けの
展示内容の解説書を作成した他、子ども向け
の防災学習イベントを実施した。こうした機
会を大学生に提供することで、大学生らが専
門家からさまざまなことを学習しているこ
とが確認された。 
2014 年度には、20 名の高校生を対象とし
て、津波・高潮ステーションを活用した防災
学習プログラム（特別展）について検討を行
うプレ・ワークショップを開催した。本ワー
クショップにおいて作成された防災学習プ
ログラムは、実際に 2015 年 3 月に当該施設
で一般市民向けに提供することができた。ま
た、次年度の本格的なワークショップ開催に
向けて、ワークショップ運営上の課題の抽出
も行った。 
2015 年度は、津波・高潮ステーションにお
ける展示内容を検討するためのワークショ
ップを開催した。本研究では、当初、複数回
の連続ワークショップとして開催すること
を計画していた。しかし、大阪府内の他の防
災学習施設や博物館等に広報の協力を依頼
するなどして連続ワークショップへの参加
者を募ったが、申し込み者が極端に少なく、
連続でワークショップを開催することが不
可能であった。そこで、西大阪治水事務所職
員ら関係者で実施内容を再検討し、「連続」
ワークショップが負担に感じられるのでは
ないかという結論に達したことから、1 日完
結型のワークショップとして再募集を行っ
た。その結果、ワークショップの開催に必要
な申し込み者（8 名）を得ることができ、ワ
ークショップを 12 月 20 日に実施した。 
 ワークショップでは、時間の関係もあり、
当初計画していたような一つひとつの展示
内容ではなく、どのような津波・高潮ステー
ションを目指すのかという大きなテーマを
検討することとした。治水事務所職員という
専門家と大阪府民のそれぞれが考える津



波・高潮防災の意味を共有し、大阪の津波・
高潮防災のあり方を共同構築することを目
指した議論を行った。 
その結果、今回のワークショップにおいて
は、障害者にフォーカスした防災学習センタ
ーを目指すことが専門家と非専門家の議論
の中で決定した。実際に 2016 年度以降、多
言語対応なども含めた、広義のバリアフリー
化を目指した学習センターの運営を行うこ
ととなった。 
ワークショップ後に、西大阪治水事務所の
専門家からは、もっと府民の意見を聞いてみ
たいといった感想やさまざまなことに気づ
く機会になったので、ワークショップは継続
して欲しいといった感想が聞かれた。また、
参加者からもこうした機会を継続するよう
な希望が寄せられた。さらに、ワークショッ
プ以外の学び合いのために、来館者に対する
調査や来館者でない人に対する調査の実施
に関する提案が専門家である治水事務所職
員からなされた。その結果として、来館者、
非来館者に対するアンケート調査ならびに
インタビュー調査も実施した。 
 防災共育に関する理論研究から、専門家と
非専門家の学び合いを実現するためには、専
門家が非専門家の活動を分かろうとするこ
とが重要であることが明らかとなった。教育
実践を通じたこうした専門家の感想や提案
は、まさしく非専門家である府民のことを分
かろうとする姿勢の表れである。こうした専
門家の考えの変化は、本研究で実践した防災
共育による学びの成果であると考えられる。
すなわち、理論に基づいた教育実践の実施に
よって、防災に関する専門家と非専門家の学
び合いである防災共育が生起していたと評
価できる。 
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